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Ｋ
Ａ
Ｍ
、Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
改
訂
、東
証
市
場
区
分
も

財
務
事
項
を
中
心
と
し
た

本
年
株
主
総
会
の
想
定
問
答

第５章

奥
・
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事
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弁
護
士
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手
門
法
律
会
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事
務
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弁
護
士
・
公
認
会
計
士

山
内
　
宏
光

樋
口
　
達

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
本
年
は
、コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
厳
し
い
決

算
が
予
想
さ
れ
る
う
え
、改
正
会
社
法

や
監
査
基
準
の
改
訂（
Ｋ
Ａ
Ｍ
）へ
の
対

応
が
必
要
で
あ
る
。

●
本
年
中
に
、Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
の
改
訂
が
予

定
さ
れ
、東
証
の
市
場
区
分
再
編
へ
の

対
応
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
考
え
る

と
、本
年
株
主
総
会
は
、例
年
に
な
い
十

分
な
準
備
が
必
要
に
な
ろ
う
。

２
０
２
０
年
12
月
14
日
公
表
の「
日
銀

短
観
」に
よ
る
と
、
資
本
金
10
億
円
以
上

の
大
企
業
に
お
け
る
２
０
２
０
年
度
の
売

上
高
は
、
上
期
は
前
年
比
14
・
５
％
減
、

下
期
は
３
・
１
％
減
、
経
常
利
益
に
つ
い

て
は
、
上
期
は
42
・
０
％
減
、
下
期
は

24
・
４
％
減
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

ま
た
、
２
０
２
１
年
１
月
22
日
公
表
の

内
閣
府「
月
例
経
済
報
告
」に
よ
れ
ば
、
景

気
は
、
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
に
よ
り
、
依
然

と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
が
、
持
ち
直

し
の
動
き
が
み
ら
れ
、
企
業
収
益
も
、
コ

ロ
ナ
禍
の
影
響
に
よ
り
、
大
幅
な
減
少
が

続
い
て
い
る
も
の
の
、
総
じ
て
そ
の
幅
に

は
縮
小
が
み
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

２
０
２
１
年
６
月
の
定
時
株
主
総
会
は
、

一
般
的
に
は
、
２
０
２
１
年
３
月
期
の
厳

し
い
企
業
活
動
の
結
果
と
コ
ロ
ナ
禍
の
影

響
を
報
告
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

以
下
で
は
、
２
０
２
０
年
度
の
ト
ピ
ッ

ク
ス
と
そ
れ
に
関
連
す
る
財
務
事
項
に
関

す
る
想
定
問
答
を
検
討
し
た
い
。

業
態
の
見
直
し

Ｑ
１
〈
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に

適
応
し
た
事
業
内
容
〉

世
界
を
危
機
に
陥
れ
た
コ
ロ
ナ
禍
は
、

経
済
活
動
を
停
滞
さ
せ
る
と
同
時
に
、
経

済
社
会
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
を
引
き
起

こ
し
た
。
食
事
を
ネ
ッ
ト
注
文
し
た
り
、

オ
ン
ラ
イ
ン
で
会
議
や
授
業
を
行
う
こ
と

が
生
活
に
根
づ
い
て
お
り
、
デ
ジ
タ
ル
化

が
進
ん
で
い
る
。
そ
の
よ
う
な
ビ
ジ
ネ
ス

環
境
に
適
合
し
た
企
業
が
、
現
在
業
績
を

回
復
さ
せ
つ
つ
あ
る
よ
う
に
思
え
る
。

と
こ
ろ
が
貴
社
は
、
主
た
る
事
業
で
あ

る
●
●
に
つ
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
乗
り

遅
れ
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。
今
後
、
ど

の
よ
う
に
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に
適
応

し
、
立
て
直
し
て
い
く
の
か
、
説
明
し
て

ほ
し
い
。

Ａ
１　

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
は
、
パ
ラ
ダ

イ
ム
シ
フ
ト
に
よ
り
、
デ
ジ
タ
ル
化
が
重

要
な
キ
ー
ワ
ー
ド
に
な
っ
て
く
る
と
認
識

し
て
お
り
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
中
断
し
て
お
り
ま
す

が
、
現
在
、
再
作
成
中
の
中
期
経
営
計
画

に
お
い
て
は
、「
デ
ジ
タ
ル
」、「
適
応
力
」、

「
レ
ジ
リ
エ
ン
ス（
回
復
力
）」、「
多
角
化
」

の
４
つ
を
キ
ー
ワ
ー
ド
と
し
て
、
今
後
の

事
業
戦
略
の
主
眼
と
す
る
予
定
で
す
。

当
社
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
ポ
ス
ト
コ

ロ
ナ
時
代
に
、
迅
速
か
つ
着
実
に
適
応
し

て
い
く
よ
う
努
め
て
ま
い
る
所
存
で
す
の

で
、ご
理
解
い
た
だ
け
れ
ば
と
存
じ
ま
す
。

解
説　
前
述
の
と
お
り
、
２
０
２
０
年
３

月
期
は
、
多
く
の
企
業
が
、
売
上
、
利
益

と
も
に
大
幅
に
減
少
さ
せ
る
も
の
と
予
想

さ
れ
て
い
る
。
と
は
い
え
、
株
主
総
会
に

お
い
て
は
、
業
績
悪
化
に
つ
い
て
、
未
曽

有
の
コ
ロ
ナ
禍
と
い
う
不
可
避
的
な
要
因

に
よ
る
責
任
を
追
及
す
る
よ
り
も
、
む
し

ろ
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に
、
ど
の
よ
う
に

業
績
を
立
て
直
し
て
い
く
の
か
、
今
後
の

経
営
課
題
や
そ
れ
に
対
す
る
対
処
方
針
が

中
心
に
な
る
も
の
と
想
定
さ
れ
る
。

各
企
業
と
も
、
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に

適
応
し
た
対
処
方
針
を
検
討
し
て
い
る
と


